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Ⅰ． 緒言 

 

近年、核家族といった家族形態の変化や地域との

つながりの希薄化など、母子を取り巻く環境に変化

がみられる。小倉らによると、産後 1 ヶ月以内はメ

ンタルヘルスの不調を抱える褥婦の割合が最も多

い時期であり、産後 2 週間時には初産婦の 4 人に１

人がメンタルヘルスの不調を抱えている 1)。 

我が国における産後うつ病の発症頻度は 10〜

20％であり、その殆どが産後 1〜2 ヶ月までに発症

している 2)。産後うつ病は、強い不安や自責の念、

気分の落ち込みから日常生活や育児が困難になり、

児童虐待や自殺の危険性が高まることがある 3)。わ

が国ではエジンバラ産後うつ病自己評価票(EPDS)

が産後うつ病のスクリーニング方法として活用さ

れており、総合点 9 点以上が「産後うつ病の可能性

が高い」とするものとしてスクリーニングする 4)。

産後母親のうつ状態が高いほど母親から児への愛

着が低下すること 2)、抑うつが子どもへの否定的な

感情に影響を与え、抑うつが高いことが子どもをか

わいいと思えないことに影響すること、抑うつ感が

増すと子どもへの養育が否定的になることが先行

研究から明らかになっている 5)。これらのことから、

産後うつ病は虐待の危険因子であり、予防が重要で

あると考える。 

先行研究から、限定した看護職が妊娠・出産・育

児の経過に合わせた支援をすると産後うつ病の予

防や虐待のリスクを軽減させることが報告されて

いる 6)。医療機関の助産師は妊婦健診時から妊婦に

継続的に関わるが、産後に助産師の関わる時期は長

くても産後 1 ヶ月であり 7)、地域の保健師と連携し

た継続した支援が不可欠である。 

周産期の継続支援に向けて役割を担い、連絡票等

を用いた情報提供の目的に関する保健師と助産師

の認識は、虐待予防や母親の育児不安解消やメンタ

ルヘルスケアで概ね一致しているが 8)、行政の保健

師との連携における課題として【保健師と直接的な

連携が取れていない】【退院後の保健師のケアの現

状が分からない】7)など、連携における課題が残さ

れている。これまで、継続看護連絡票を用いた他職

種連携 9)や産婦人科病院・診療所における他機関と

の連携が発展するプロセス 10)や妊娠期からの切れ

目ない支援についての他職種連携母子保健システ

ムの地域介入研究 11)等の地域連携に関する研究が

行われているが、母子に対する連携の評価について

の研究は見受けられない。母子に対する連携のシス
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テムの評価を明らかにすることによって、助産師と

保健師はより有効な連携を行うことができ、それが

対象の母子への効果的な支援につながると考える。

本研究は、産後うつ病の母親に対する支援のための

助産師と保健師の連携に関する文献検討を行い、有

効な連携のための示唆を得ることを目的とする。 

 

Ⅱ．研究方法 

 

1． 用語の定義 

産後うつ病：DSM-5®️精神疾患の分類と診断の手引き
12)のうつ病/大うつ病性障害の診断基準を参考に、

産後うつ病を‘産後の抑うつを含む、周産期発症の

大うつ病性障害’と定義する。 

連携：保健・医療・福祉に関連する専門職および施

設機関が従来の自己完結的な支援にとどまらずよ

り一貫性の高い、総合的な支援を実施する目的で協

力体制を築くこと 13)。  

 

2． 文献検索の方法および対象文献の選定 

文献は、医学中央雑誌 Web 版を用いて、検索年を

過去 5 年に限定し、原著論文を検索した。検索キー

ワードは(((うつ病-分娩後/TH or 産後うつ病

/AL)) and (DT=2016:2021 PT=原著論文)) and 

((((チーム医療/TH or 連携/AL) or (他機関医療

協力システム/TH or 連携/AL) or (地域社会ネッ

トワーク/TH or 連携/AL) or (他部門連携/TH or 

連携/AL))) and (DT=2016:2021 PT=原著論文)) and 

(((助産師/TH or 助産師/AL)) and (DT=2016:2021 

PT=原著論文)) or (((保健師/TH or 保健師/AL)) 

and (DT=2016:2021 PT=原著論文))とし、13 件が抽

出された。これらの文献から、次の条件を満たす文

献を抽出した。 

①行政機関の保健師と医療機関の助産師の連携の

内容が含まれていること。 

②産後うつ病に対する支援が含まれていること。 

最終的に、7 件を分析対象とした。 

 

Ⅲ．結果 

 

対象とした 7 文献について、著者名、研究目的、

研究方法、対象、データ収集期間、結果、連携の具

体的内容、今後の支援課題、結論に分類し表 1 にま

とめた。 

分析した 7 文献のうち、研究対象は患者が 4 件、

市町村が 2 件、保健師が 1 件であった。研究方法は

量的研究が 5 件、質的研究が 2 件であった。 

 

1.  要支援者を決定するためのスクリーニングと

その時期 

要支援者を決定する時期に関して、産後２週間健

診と産後１ヶ月健診時の EPDS 結果と育児相談によ

り要支援者を決定したものが 1 件 16)、産後１ヶ月

健診時の EPDS 結果と各褥婦の社会経済的問題や家

族背景から要支援者を決定したものが 1 件 15)、妊

娠 7-8 週と妊娠 26-27 週と産褥期(入院中)の 3 回

のスクリーニングにより要支援者を決定したもの

が 1 件 17)であった。要支援者を決定するためのス

クリーニングには EPDS が用いられていた 15-17)。岩

手県周産期医療情報ネットワークでは、妊婦情報や

産後うつ病、育児不安の情報が医療機関と市町村保

健師の間でリアルタイムに共有できるシステムが

構築されていた 18)。ハイリスク要因として最も多か

ったのは精神疾患既往で 17)、保健所介入については

EPDS 高得点群は精神科通院歴にかかわらず、EPDS

低得点群は精神科通院歴のあるもので有意に介入

の割合が高かった 15)。要支援者の初経別の比較では、

初産婦の要支援者の割合が経産婦の要支援者の割

合より多く見られた 16-17)。 

 

2． 連携の内容 

要支援者の決定後に行われた連携の内容は行政

への情報提供 15,17)、小児科医へ紹介 15,16)、精神科の

紹介や受診案内 15,16)、医療機関と市町村保健師の連

続したケアの提供 18)、「気仙地域母子保健関係者等

連絡会」、医療機関助産師と市町村保健師による「個

別事例検討」18)、MSW と週 1 回の定期カンファレン

ス 16)など支援の関係者の連絡会やカンファレンス

であった。助産師による養育支援家庭訪問が実施さ

れたものもあった 19)。 
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表 1 産後うつ病の母親に対する支援のための助産師と保健師の連携に関する研究について、各論文の概要

著者、

発行年
研究目的 対象 研究方法

データ収

集期間
結果 連携の具体的内容 今後の支援課題

日比

野, 他

2020

EPDS結果を踏ま

え、今後の妊産

婦の精神的サ

ポートにおける

課題と対応を示

す

当院分娩患

者で、近隣

在住で、産

後1ヶ月健

診受診者

中、追跡可

能であった

247名

診療録か

らの量的

調査

−

保健所介入不要が15名(高得点群

の35.7%)、保健所介入必要は27

名(高得点群の64%)、妊娠中か

らハイリスク対応は3名。

保健所介入必要が8名(低得点群

の3.9%)で、妊娠中からハイリ

スク対応は4名。

EPDS高得点褥婦には助産師

による保健指導実施。

EPDS結果と社会経済的問題

や家族背景から中長期的な

サポートが必要なケース

は、行政への情報提供、小

児科医や精神科への紹介。

中間,

他

2019

産後健診のシス

テム構築に関す

る実践報告、褥

婦のメンタルヘ

ルスケアの質の

向上のための助

産師の役割の検

討

2週間健

診、産後健

診受診者

638名(産

後健診のみ

162名)

診療録か

らの量的

調査

平成29年

10月-平成

30年7月

要支援者の割合は初産婦と混合

栄養に多くみられた。精神疾患

の有無では有意差はみられな

かった。

要支援となった場合、精神

科受診の案内。カルテを活

用して小児科外来と連携。

MSWと週1回の定期カンファ

レンスで情報共有。

加治,

他

2019

「養育支援家庭

訪問事業」の現

時点の実態を調

査・分析し、地

域の母子保健の

課題を明らかに

する

熊本市保健

子ども課よ

り委託さ

れ、熊本県

助産師会が

養育支援家

庭訪問を行

なった者

診療録か

らの量的

調査

平成22年3

月-平成29

年10月

依頼理由は「育児ストレス・産

後うつ」73例、「虐待のリス

ク」65例、「若年や望まぬ妊

娠」25例、その他7例(重複あ

り)。

対象の背景は「精神疾患合併」

35.5%、「若年・未婚」28.8%、

「不適切な養育環境」24.5%、

「育児ストレス・産後うつ」

12.7%。

熊本市各区保健子ども課で

支援内容立案。「養育支援

家庭訪問依頼書」が熊本県

助産師会に通知され、助産

師が家庭訪問実施。

中核機関でケース会議が行

われ、支援内容を評価。保

健師が引き継ぎ、継続支

援。

①産後ケア事業や養育支

援訪問事業に積極的に関

わり続ける

②アウトリーチ型子育て

支援(居宅支援)の充実

③医療・福祉・行政など

関連機関と情報共有し連

携

小笠原

2018

①岩手県立大船

渡病院と周辺市

町村での連携の

検討

②「気仙地域母

子保健関係者等

連絡会」の現状

の検討

県立大船渡

病院と周辺

市町村

診療録か

らの量的

調査、

質問紙法

によるア

ンケート

調査

平成21年-

平成29年

病院助産師と市町村保健師が情

報連携画面を利用してケアを提

供。「気仙地域母子保健関係者

等連絡会」が連携をさらに強化

している。

岩手県周産期医療情報ネッ

トワークでは医療機関と市

町村の双方向での情報の書

き込みが可能で連続したケ

アを提供。「気仙地域母子

保健関係者等連絡会」で意

見交換や個別事例検討実

施。

産後メンタルヘルス質問

票と情報連携画面の利用

件数の少ない市町村や医

療機関への働きかけ、医

療機関と市町村の連携の

強化

立花

2018

周産期G-Pネット

を構築する取り

組みから見えて

きた医療・保

健・福祉の連携

体制の整備の課

題の考察

周産期G-P

ネット構築

の取り組み

著者の過

去の取り

組み(G-P

ネットを

構築する

取り組み)

を紹介し

考察する

質的研究

−

メンタルヘルス不調の母親やそ

の子どもの支援の共通認識を持

つために対応のフローチャート

を作成。周産期メンタルヘルス

ケアの対応における自治体との

連携の在り方の整備。

連携の共通認識のためのフ

ローチャート作成。

産科医、精神科医、助産

師、保健師、医療ソーシャ

ルワーカーなどの定期的な

会合で事例検討、支援プラ

ンの協議。

産後1ヶ月以後もメンタル

ヘルス不調をきたす産婦

をサポートできるような

健診制度の検討。乳幼児

健診や小児科医療の中に

も母親のメンタルヘルス

ケアが施策として取り組

まれていくこと

富岡,

他

2017

今後のハイリス

ク妊産婦の支援

の検討

平成27年9

月-平成28

年3月に分

娩した全妊

産婦1052

名

診療録か

らの量的

調査

平成27年9

月-平成28

年3月

妊娠期からハイリスク有りと判

断された妊婦は56名(5.3%)、初

産婦32名(57.1%)、経産婦24名

(42.9%)。

ハイリスク要因として「精神疾

患既往」(18％)が最多。

ハイリスク要因があった56

名のうち23名を地域へ情報

提供。3例は妊娠中から地域

へ情報提供。

23例のうち、返書が届いた

のは17例。支援方法は、訪

問16例、電話1例。17例のう

ち16例は継続支援。

心理士とも情報共有を行

う場を設ける

西山,

他2016

産後うつ病患者

の退院に向けた

地域連携に必要

な支援を明らか

にする

保健師2名

インタ

ビューに

よる質的

研究

X年9月か

ら5ヶ月間

急性期で必要な情報は病状・育

児状況・生活状況・社会支援の

活用。回復期ではケア会議で情

報の共有・提供・退院前訪問。

退院準備期ではケア会議で他職

種との支援連携・情報共有。

入院中は医師、精神保健福

祉士との面談、カンファレ

ンス。保健師と連携。退院

準備期にケア会議の実施。
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3． 今後の支援課題 

保延ら 14)は、子育てに困っている保護者に対する支

援は、より細かい支援体制が必要であり、核家族化

の進行・地域社会での住民交流の希薄化は既存の相

談支援体制が通用しにくい状況になっていると述

べている。今後の支援課題として、医療機関と市町

村の連携を強化していくこと 18)、産後１ヶ月以後も

メンタルヘルス不調をきたす産婦をサポートでき

るような健診制度についての検討を行うこと 20)、子

育て世代包括支援センター事業やアウトリーチ型

子育て支援(居宅支援)の充実、医療・福祉・行政な

ど連機関が情報共有し連携して社会的ハイリスク

妊産婦の母子支援に繋げること 19)等が挙げられて

いる。 

情報提供を行った全例に返書が届いていないこ

とも報告された 17)。一方、母子保健関係者等連絡会

や個別事例検討が定期的に開催されているケース

もあった 18)。他職種連携母子保健システムの地域介

入研究である須坂トライアルでは、須坂トライアル

が地域全体の母親のメンタルヘルスを向上するこ

とが示された。須坂市の母子保健システムでは、地

域の関係者が一堂に会してケース検討をすること

により、地域の顔の見える連携体制がスムーズにな

っており、定期会合が地域の関係機関連携の土台作

りになりうると述べられた 11)。 

 

Ⅳ．考察 

 

周産期のメンタルヘルスに関して、2015 年の「健

やか親子 21」(第二次)では、基盤課題 A「切れ目な

い妊産婦・乳幼児への保健対策」の 1 つに「産後う

つ病」があげられた。2017 年度より厚生労働省は産

後うつ病の予防や新生児への虐待の予防等をはか

る観点から産後 2 週間、産後 1 ヶ月などの出産後間

もない時期の産婦に対する健康診査の費用を助成

し、産後の初期の段階における母子支援を強化して

いる。 

周産期メンタルヘルスコンセンサスガイドでは、

妊娠中は必要に応じてスクリーニングツールを用

いるのが望ましいこと、産後はすべての産後女性を

対象とした EPDS の施行が強く推奨され、その時期

は産後 1 ヶ月が示された 21）。EPDS を用いた周産期

から育児期の支援に関する先行研究では、EPDS 実

施時期で最も多かったのは産後 1 ヶ月であった 4）。

今回、要支援者を決定するためのスクリーニングで

は EPDS が用いられており、スクリーニングの時期

は施設によって異なった。 

各論文で産後の母子保健における連携や情報提

供の重要性 4,16,17,19-20)の報告があったが、情報提供

や連携が双方向のものでなく一方向のものである

場合もあることが判明した。その一方で、地域の関

係者が一堂に会してケース検討をすることにより、

地域の顔の見える連携体制がスムーズになってい

た例もあった 11)。これまでに報告された、助産師が

認識する行政の保健師との連携における課題とし

て【保健師と直接的な連携が取れていない】【緊急

性が伝わりにくい】【退院後の保健師のケアの現状

が分からない】【保健師との情報共有の場があると

いい】7)という内容からも、助産師と保健師の連携

をスムーズに行うためには、顔の見える関係を作る

ことが重要であるといえる。 

 

Ⅴ．結語 

 

助産師と保健師の連携の内容は多様であった。連

携が双方向のものだけでなく一方向の場合がある

ことが明らかになり、関係者同士の顔の見える関係

作りの重要性が示された。周産期情報ネットワーク

や周産期 G-P ネットなど連携のシステムの構築な

どの取り組みがなされており、今後はその有効性や

共通点などを検討したい。 
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